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今
後
の
人
口
減
、
高
齢
化
、
施

設
等
の
老
朽
化
、
挙
げ
れ
ば
き

り
が
な
い
負
の
イ
メ
ー
ジ
が
多
い
地
方

財
政
に
お
い
て
本
町
の
財
政
運
営
に
つ

い
て
伺
う
。

(1)
特
別
会
計
に
お
け
る
未
償
還
額
（
地

方
債
残
高
）
の
状
況
と
今
後
の
見
込
み

は
。
ま
た
、
土
地
開
発
公
社
に
対
す
る

今
後
の
町
と
し
て
の
関
わ
り
に
つ
い
て
。

(2)
帯
広
市
近
郊
３
町
が
平
成
28
年
度
予

算
編
成
に
着
手
と
の
報
道
が
さ
れ
た
。

本
町
の
事
業
の
見
直
し
、
削
減
等
の
考

え
は
。

(3)
合
併
算
定
替
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
地

方
交
付
税
の
優
遇
処
置
は
今
後
段
階
的

に
減
額
さ
れ
る
が
、
今
後
の
財
政
運
営

に
つ
い
て
。

(4)
新
た
な
財
源
確
保
の
取
り
組
み
や
民

間
資
金
活
用
な
ど
の
資
金
調
達
の
多
様

化
を
進
め
て
い
く
考
え
は
。
併
せ
て
、

町
民
に
わ
か
り
や
す
い
財
政
状
況
を
示

し
て
い
く
こ
と
も
必
要
で
は
な
い
か
。

(1)
特
別
会
計
の
地
方
債
残
高

の
状
況
は
次
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

今
後
の
見
込
み
と
し
て
は
、
各
会
計

と
も
徐
々
に
減
少
し
、
10
年
後
の
平
成

36
年
度
末
に
は
合
計
50
億
円
ほ
ど
減
少

す
る
も
の
と
推
計
し
て
い
る
。

　

土
地
開
発
公
社
に
つ
い
て
、
今
後
も
、

経
営
の
健
全
化
に
向
け
、
保
有
土
地
の

販
売
や
有
償
貸
し
付
け
に
よ
る
収
入
の

確
保
等
を
強
化
し
て
い
た
だ
く
と
と
も

に
、
町
と
し
て
は
、
土
地
開
発
公
社
の

借
入
金
利
軽
減
の
た
め
、
公
社
へ
の
低

利
融
資
や
運
営
費
補
助
な
ど
を
継
続
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

(2)
予
算
編
成
の
前
段
で
施
策
の
方
向
を

具
現
化
す
る
３
カ
年
実
施
計
画
を
策
定

し
て
お
り
、
常
に
優
先
順
位
や
財
政
状

況
等
を
加
味
し
な
が
ら
、
現
状
に
適
合

す
る
よ
う
毎
年
度
見
直
し
を
行
っ
て
い

る
。

　

ま
た
、
３
カ
年
実
施
計
画
以
外
の
ソ

フ
ト
事
業
や
事
務
的
経
費
に
つ
い
て
は
、

常
に
最
小
の
経
費
で
最
大
の
効
果
を
上

げ
る
べ
く
、
必
要
最
小
限
の
経
費
を
計

上
し
、
経
費
の
節
減
に
努
め
て
い
る
。

(3)
将
来
的
に
健
全
な
財
政
を
維
持
し
て

い
く
た
め
に
は
、
町
税
な
ど
自
主
財
源

の
確
保
の
た
め
、
よ
り
一
層
の
収
納
率

向
上
対
策
に
努
め
る
こ
と
や
有
利
な
補

助
金
や
交
付
金
、
起
債
を
有
効
に
活
用

す
る
ほ
か
、
経
常
経
費
の
削
減
な
ど
、

時
代
に
即
応
し
た
柔
軟
な
財
政
運
営
が

肝
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

(4)
財
源
確
保
に
つ
い
て
は
、
ふ
る
さ
と

寄
附
制
度
の
取
り
組
み
を
12
月
14
日
か

ら
開
始
し
、
町
の
Ｐ
Ｒ
や
地
域
産
業
の

活
性
化
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
町
の

寄
附
金
収
入
の
増
加
を
見
込
ん
で
い
る
。

施
設
利
用
料
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
平

成
29
年
度
を
め
ど
に
見
直
し
た
い
。

　

民
間
資
金
の
活
用
に
つ
い
て
は
、　
　

Ｐ
Ｆ
Ｉ
（
公
共
施
設
の
建
設
、
維
持
管

理
、
運
営
等
を
民
間
の
資
金
、
経
営
能

力
、
技
術
的
能
力
を
活
用
し
て
行
う
手

法
）
な
ど
の
手
法
が
考
え
ら
れ
る
が
、

事
業
に
係
る
コ
ス
ト
の
削
減
が
期
待
で

き
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
一
方

で
、
事
業
や
運
営
に
係
る
町
の
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
が
難
し
く
な
る
な
ど
、
デ
メ
リ

ッ
ト
も
考
え
ら
れ
、
他
団
体
の
事
例
等

を
参
考
に
し
な
が
ら
、
今
後
、
そ
の
活

用
に
つ
い
て
調
査
・
研
究
し
て
い
き
た

い
。

　

町
民
に
わ
か
り
や
す
い
財
政
状
況
の

公
表
に
つ
い
て
は
、
予
算
の
概
要
や
決

算
状
況
を
広
報
紙
を
活
用
し
て
公
表
す

る
と
と
も
に
、
町
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

も
常
時
掲
載
し
て
お
り
、
今
後
に
お
い

て
も
、
よ
り
わ
か
り
や
す
い
財
政
状
況

の
公
表
に
努
め
て
い
き
た
い
。

下
水
道
事
業
特
別
会
計
を
企

業
会
計
へ
と
移
行
す
る
考
え
は
な
い
の
か
。

人
口
３
万
人
以
上
の
市
町
村
は
移
行

義
務
が
課
さ
れ
て
い
る
が
、
当
町
は
人

口
３
万
人
未
満
と
い
う
こ
と
で
重
要
検

討
と
い
う
こ
と
で
、
現
在
、
移
行
す
る

メ
リ
ッ
ト
の
有
無
を
検
討
し
て
い
る
。

藤谷　謹至
　　　　　　　議員

 　
（拓政会）

問町
　
長

答問
町
民
サ
ー
ビ
ス
向
上
に
最
大
限
努
力
す
る
と
と
も

に
、
慎
重
か
つ
効
率
的
な
財
政
運
営
を
し
て
い
く

合
併
10
年
後
の
幕
別
町
に
お
け
る
財
政
運
営
に
つ

い
て

再

質

問

答

会計名 地方債残高

簡易水道 22 億 5800 万円

公共下水道 80 億 8450 万円

個別排水処理 10 億 8980 万円

農業集落排水 2億 3090 万円

水道事業 23 億 7450 万円

合計 140 億 3770 万円

【特別会計地方債残高】

　　　　（平成 26 年度末現在）

２月６日に合併 10 周年を迎える


